
令和２年度事業報告 

《概要》 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事態宣言の発令

により、社会や経済が多大な影響を受け、今までの生活様式にも大きな変化を

もたらす年となりました。 

また、労働環境において、令和３年４月の高齢者等の雇用の安定等に関する

法律の改正により、６５歳までの雇用確保（義務）に加えて、７０歳までの就

業機会の確保が努力義務となり、シルバー人材センターを取り巻く環境も大き

く変化しています。 

しかし、シニア世代の就業意欲は高いものの、フルタイムや現役の仕事を継

続するよりも、非正規の軽易な就業を求める方も多くいるのが現状です。 

このようなミスマッチをなくすため、シニアに働き続けてほしい社会と、働

き続けたいシニアを結ぶ仕組みとして、当センターでは、就労支援員による個

別の相談を実施し、着実に成果を挙げています。 

事業の実績については、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、一部の契

約では解除、或いは就業日数や就業時間の減少を余儀なくされましたが、依頼

主の配慮、就業する会員の感染防止対策などもあり、契約額（受託事業+派遣

事業）は３億３,２３２万円余となり、前年度比９９.３％にとどまりました。 

会員の状況については、新規入会者が７７人、前年度比５３.８%と新型コロ

ナウイルス感染症による大きな影響を受けました。 

今後は、新しい生活スタイルに基づいた入会説明会並びに手続きを検討し、

入会者の増加を目指します。 

引き続き、事業の公益性、地域社会への貢献のため事業運営に努めてまいり

ます。 
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１ 事業の実施状況 

（１）高年齢者の就業機会の開拓及び提供 

新規の受注は２０６件で、受注件数全体の１２.０％を占めました。うち

６件は長期にわたるものであり、継続作業を希望する会員に就業機会を提

供することができました。 

植木剪定作業、除草作業については、従事する会員の高齢化や希望者が極

端に少ないことから、慢性的な人手不足となっていますが、お客様からの

依頼も多い作業であり、就業会員の充足は喫緊の課題です。そのため、元

植木班班長による、就業希望会員への個別研修を新たに実施しました。受

講会員からは、わかりやすいと大変好評であり、その後の班への配属もス

ムーズになりました。 

引き続き、作業希望者を募集するとともに個別研修により後継者の育成に

も努めます。また、新たなお客様の開拓や既存のお客様へのＰＲを行い、

就業機会の開拓及び提供を進めます。 

① 訪問型サービスＡ事業 

座間市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱等に基づく、生活援助サ

ービスを提供する事業として、平成３０年５月に座間市と委託契約を締結

しました。 

令和２年度の受注件数は２４件あり、利用者の都合によりサービスの提供

に至らなかった３件を除き、利用者の要望に応えることができました。 

なお、実績として対前年度比は、受注件数では１６０％、契約額では２０

３％となりました。 

ますます高齢化が進展する中、今後の需要増加が見込まれるため、行政・

関係機関と連携を図りながら事業を推進します。 

また、事業実施のため、「訪問事業管理者」並びに「訪問事業責任者」を配

置しています。 

（ア）訪問型サービスＡ従事者研修実績 

開催日 場所 受講者数 備考 

第１回 
令 和 ２ 年 ９ 月 ２ ４ 日

（金）・１０月２日（金） 

ハーモニーホール

座間 会議室 

会員 １名 

市民 ８名 
２名入会 

第２回 
令 和 ２ 年 １ １ 月 ５ 日

（木）・６日（金） 

ハーモニーホール

座間 会議室 

会員 １名 

市民 ５名 
２名入会 

第３回 
令 和 ３ 年 ２ 月 ４ 日

（木）・５日（金） 

ハーモニーホール

座間 会議室 

会員 ５名 

市民 ８名 
２名入会 

② シニアライフいきいき応援窓口事業 

（ア）窓口の概要 

平成３１年１月７日（月）より、座間市立生きがいセンター内に、「シニア

ライフいきいき応援窓口」を開設し２年２か月が経過しました。 

同窓口は、毎週月・水・金曜日、第２第４火曜日（祝日・年末年始を除く。）
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の午前９時から午後３時まで開設しています。 

事業内容は、市内在住の６０歳以上（会員登録をしていない方）を対象に、

仕事やボランティアなど本人が希望することを就労支援員が一緒に探して

いくサービスです。 

（イ）窓口の実績（令和２年４月１日～令和３年３月３１日） 

開設日数 利用者数 入会者数 就業者数 就業先（一部） 

１９０日 ７７名 ４９名 ３９名 

駐輪場管理、クリニック受

付事務、用務員、食事の準

備等 

また、１０月及び３月の座間市役所市民ホールの啓発活動においても就労

支援員による相談窓口を設置しました。 

 （ウ）座間市民活動サポートセンターとの連携 

「座間市民活動サポートセンターとシニアライフいきいき応援窓口との連

携・協力に関する協定」に基づき、応援窓口の活動情報を更に発信すると

ともにその他の市民団体の情報収集にも努め、引き続き、座間市民活動サ

ポートセンターとの連携を深めます。 

③ 独自事業の拡充 

「会員さんちのお福
すそ

分
わ

け（野菜販売）」は、家庭菜園をしている会員に声を

かけ、収穫した野菜の余剰分を提供していただき安価で販売する事業です。

今年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、販売額は前年度に比

べ４％の減となりましたが、引き続き、感染対策を実施しながら販売を進め

ます。 

 「刃物研ぎ」は、お客様の増加に努めるため啓発チラシを配布、ホームペ

ージへの掲載などを行いましたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に

より、実績額は前年度に比べ４２％の減となりました。引き続き、啓発及び

新たな実施場所の創出を進めます。 

また、年度当初マスクが不足している状況にあったことから、裁縫が得意

な会員に働きかけ、手作りマスクを作成し販売したところ、１,０００枚以上

を販売し、新たな会員の生きがいづくりとなる仕事を提供することができま

した。 

④ 空き家等の管理事業 

令和２年度の実績は、受注件数が３４件、契約金額が１,０６６,９２１円

でした。 

高齢化の進展により、今後も空き家が急速に増加する傾向にあることか

ら、引き続き、座間市と連携を図り、就業機会の拡大に努めます。 

⑤ 労働者派遣事業 

平成２５年度の学校用務員、保育園庁務員の契約変更に伴い本格的に参入

しました。 

なお、労働者派遣事業は神奈川県シルバー人材センター連合会との事務委

任契約に基づき実施している事業です。 
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主な作業 

用務員・庁務員作業、スポーツ施設管理 

高齢者施設の調理補助・介護補助・保育補助 

工場での検品、梱包作業等 

スクールバス添乗、大型小売店での食品加工、品出

し、バックヤードの清掃作業、カート回収 

クリニックの受付業務ほか 

⑥ 子育て支援・家事援助サービスについて 

早朝保育業務を希望する会員は多く、新たに１１名の会員が就業しました。

家事援助サービスについては、単発作業の受注件数は前年度より増加したも

のの、契約額は２５％減となりました。中でも家具の移動作業や粗大ごみの

搬出作業は例年依頼が多く、全体の４割を占めています。 

（２）安全就業の推進 

安全・適正就業強化月間の取り組みとして、のぼり旗をセンター入口に掲

示し、来所する会員に対して安全意識の向上を図りました。 

また、神奈川県シルバー人材センター連合会が募集する「安全就業標語」

及び「ヒヤリハット体験事例」について、安全・適正就業委員が中心となり、

応募に協力しました。 

① 保険対応事故発生の状況 

区分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

傷害事故 ２件 ６件 ９件 

賠償事故 ５件 ３件 ４件 

＊事故発生日を基準として集計 

（３）普及啓発活動の推進 

①会報の発行及びホームページの利用 

会員に対し、会報「シルバーざま」を１回発行しました。 

就業交替の予定や事故発生状況、耳より情報などを掲載し、会員へ身近な

情報提供に努めました。 

また、ホームページを随時更新し、最新情報の提供に努めました。 

引き続き、情報発信のツールとしてホームページの活用を進めます。 

②情報誌による啓発活動の推進 

２か月ごとに「シニアライフいきいき応援窓口」開設の情報をタウンニュ

ースに掲載しました。 

③市民ホールを利用した啓発活動 

就労支援員による「シニアライフいきいき応援窓口」を下記のとおり実施

しました。 

６月１６日（火）、７月１４日（火）、８月２５日（火）、９月１５日（火）、
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１０月５日（月）～８日（木）、１１月１７日（火）、１２月１５日（火）、

３月２日（月）～５日（木） 

引き続き、効果的な啓発活動を行います。 

④ 入会説明会及び手続き 

一度の来所で入会手続きまで完了するよう、令和元年度から説明会と入会

手続きを同日としました。また、入会説明会に必要な書類を事前に入手でき

るよう「入会手続きセット」を作成し、市内公共施設他１９か所に配架しま

した。 

引き続き、シニアライフいきいき応援窓口の就労支援員と協力し、入会説

明会及び手続き方法の改善を図ります。 

全３回の訪問型サービスＡ従事者研修会において、研修終了後に入会説明

会を実施しました。（入会者数等は、２ページ①（ア）参照） 

（４）地区及び福利厚生活動の推進 

新型コロナウイルス感染症の感染状況に鑑み実施を見合わせました。 

（５）高年齢者の就業に関する相談 

日時や方法を問わず会員の就業相談に応じ、就業希望を満たせるよう努め

ました。 

また、市役所市民ホールによる普及啓発期間において、就労支援員による

就業相談会を実施しました。 

（６）職業紹介事業 

臨時的・短期的及び軽易な業務に係る雇用を希望する高年齢者のための職

業紹介事業を実施しています。令和２年度は、求人求職ともにありませんで

した。 

区分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

紹介件数 ０件 ０件 ０件 

就職者数 ０人 ０人 ０人 
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２ 会員の状況 

令和３年３月３１日現在の正会員数は６５５人で、その状況は次のとおりで

す。 

（１）会員の人数 

（単位：人） 

区分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

正会員 

男性 ５０４ ５２１ ４９５

女性 １７４ １７６ １６０

合計 ６７８ ６９７ ６５５

特別会員 

男性 ５ ４ ４

女性 ０ １ １

合計 ５ ５ ５

（２）年齢別の正会員数 

（単位：人） 

年度・性別 

年齢 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 

６０歳～６４歳 ７ １１ １８ １１ ９ ２０ １１ ９ ２０ 

６５歳～６９歳 １１５ ４３ １５８ ９２ ４０ １３２ ６３ ３２ ９５ 

７０歳～７４歳 １８６ ６３ ２４９ ２０５ ６８ ２７３ ２０４ ６６ ２７０ 

７５歳～７９歳 １５５ ４５ ２００ １５２ ４１ １９３ １４５ ３７ １８２ 

８０歳以上 ４１ １２ ５３ ６１ １８ ７９ ７２ １６ ８８ 

合  計 ５０４ １７４ ６７８ ５２１ １７６ ６９７ ４９５ １６０ ６５５ 

平均年齢 ７３.６  ７２ .５  ７３ .３  ７３.９  ７２.９  ７３.７  ７４ .４  ７２ .９  ７４ .１  

最高年齢 ８６ ８５ ８７ ８６ ８８ ８７ 
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平成３０年度 令和元年度 令和２年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
80歳以上 41人 61人 72人 12人 18人 16人

75 79歳 155人 152人 145人 45人 41人 37人
70 74歳 186人 205人 204人 63人 68人 66人

65 69歳 115人 92人 63人 43人 40人 32人

60 64歳 7人 11人 11人 11人 9人 9人

7人 11人 11人 11人 9人 9人

115人 92人 63人

43人 40人 32人

186人
205人

204人

63人 68人 66人

155人
152人

145人

45人 41人 37人

41人 61人 72人
12人 18人 16人
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年齢別正会員の割合
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（３）地区別の正会員数 

（単位：人） 

地区名 
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 

相模が丘 ８４ ２９ １１３ ８０ ２５ １０５ ７５ ２２ ９７ 

小松原・ひばりが丘１丁目 ３９ ２０ ５９ ４１ ２３ ６４ ４０ ２１ ６１ 

ひばりが丘２・３・４・５丁目 ５４ ２７ ８１ ５２ ２７ ７９ ５０ ２５ ７５ 

さがみ野・東原・南栗原 ７２ １８ ９０ ７３ １１ ８４ ６９ ８  ７７ 

栗原・栗原中央・西栗原 ４３ １５ ５８ ４３ １６ ５９ ４４ １３ ５７ 

広野台・相武台 ２７ １１ ３８ ３４ １３ ４７ ３４ １５ ４９ 

緑ケ丘・明王 ３０ ８ ３８ ２９ １２ ４１ ２９ １１ ４０ 

立野台 ３０ ７ ３７ ３２ ５  ３７ ２５ ８  ３３ 

入谷 ８９ ２３ １１２ ９４ ２６ １２０ ９３ ２１ １１４ 

座間 １９ ２ ２１ ２１ ４  ２５ １５ ４  １９ 

新田宿・四ツ谷 １７ １４ ３１ ２２ １４ ３６ ２１ １２ ３３ 

合計 ５０４ １７４ ６７８ ５２１ １７６ ６９７ ４９５ １６０ ６５５ 

相模が丘 97人

小松原・ひばりが丘１丁目 61人

ひばりが丘2・3・4・5丁目 75人

さがみ野・東原・南栗原 77人

栗原・栗原中央・西栗原 57人

広野台・相武台 49人

緑ケ丘・明王 40人

立野台 33人

入谷 114人

座間 19人

新田宿・四ツ谷 33人
地区別正会員の割合
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（４）正会員の移動状況 

（単位：人） 

区分 
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 

前年度末会員数 ５０８ １４６ ６５４ ５０４ １７４ ６７８ ５２１ １７６ ６９７ 

入会 ６３ ４５ １０８ ９５ ４８ １４３ ４２ ３５ ７７ 

退会 ６７ １７ ８４ ７８ ４６ １２４ ６８ ５１ １１９ 

増減 △４ ２８ ２４ １７ ２ １９ △２６ △１６ △４２ 

当該年度末会員数 ５０４ １７４ ６７８ ５２１ １７６ ６９７ ４９５ １６０ ６５５ 

男性

504

男性

521
男性

495

女性

174

女性

176
女性

160

入会者 108

入会者 143

入会者 77

退会者 84

退会者 124
退会者 119
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人
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人
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入会・退会者数
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（５）正会員の就業状況 

（単位：人） 

区分 平成３０年度(注１) 令和元年度(注１) 令和２年度(注１) 

就業実人員 ６１６ ６２０ ５８７ 

会員数 ６７８ ６９７ ６５５ 

就業率 ９０．９％ ８９．０％ ８９．６％ 

※注１：就業実人員には、労働者派遣事業も含みます。 
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３ 事業の状況 

（１）事業実績 

①受託事業 

令和２年度の契約金額は、２３３，０９４千円（前年度比 99.6％）、配分金額は、１９６，８３４千

円（前年度比 98.8％）の実績でした。 

実績区分 
受託件数 延実人員 延人員 契約金額 配分金額 

（件） （人） （人日） （円） （円） 

公
共
事
業

平成３０年度 384 2,663 19,021 103,197,774 86,188,798 

令和元年度 387 2,679 18,706 104,276,744 86,483,380 

令和２年度 373 2,535 18,060 105,322,852 86,666,644 

前年度比 96.4% 94.6% 96.5% 101.0% 100.2% 

民
間
事
業

平成３０年度 3,217 9,326 29,563 132,600,575 116,216,143 

令和元年度 3,272 8,993 28,591 129,655,060 112,769,098 

令和２年度 3,213 8,822 27,447 127,770,655 110,167,376 

前年度比 98.2% 98.1% 96.0% 98.5% 97.7% 

計

平成３０年度 3,601 11,989 48,584 235,798,349 202,404,941 

令和元年度 3,659 11,672 47,297 233,931,804 199,252,478 

令和２年度 3,586 11,357 45,507 233,093,507 196,834,020 

前年度比 98.0% 97.3% 96.2% 99.6% 98.8% 

②労働者派遣事業 

令和２年度の契約金額は、９９，２３１千円（前年度比９８.５％）、会員賃金は、７６，８４７千円

（前年度比９７.９％）の実績でした。 

実績区分 
受託件数 延実人員 延人員 契約金額 会員賃金 

（件） （人） （人日） （円） （円） 

平成３０年度 562 1,537 15,149 98,243,858 76,752,148 

令和元年度 574 1,523 15,539 100,693,266 78,470,341 

令和 2年度 561 1,419 14,353 99,231,648 76,847,390 

前年度比 97.7％ 93.2％ 92.4％ 98.5％ 97.9％ 

＊受託件数：月々の仕事の総件数 

（参考）受託事業＋労働者派遣事業 

実績区分 
受託件数 延実人員 延人員 契約金額 配分金＋会員賃金 

（件） （人） （人日） （円） （円） 

平成３０年度 4,163 13,526 63,733 334,042,207 279,157,089 

令和元年度 4,233 13,195 62,836 334,625,070 277,722,819 

令和２年度 4,147 12,776 59,860 332,325,155 273,681,410 
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（２）職業分類別の事業実績 

①受託事業 

受注 

件数 
延人員 契約金額 配分金額 

（件） （人日） （円） 割合 （円） 

専門的・技術的

職業 

平成３０年度 3 122 353,133 0.1% 326,980 

令和元年度 3 141 369,796 0.2% 342,411 

令和２年度 2 61 101,802 0.1% 94,260 

事務的職業 

平成３０年度 19 1,227 5,415,658 2.3% 5,013,553 

令和元年度 21 798 3,726,833 1.6% 3,450,049 

令和２年度 13 683 3,217,734 1.4% 2,978,617 

販売の職業 

平成３０年度 1 310 1,441,666 0.6% 1,065,312 

令和元年度 0 0 0 0.0% 0 

令和２年度 0 0 0 0.0% 0 

サービスの職業 

平成３０年度 224 14,500 65,562,842 27.8% 59,725,735 

令和元年度 207 16,014 74,727,612 31.9% 67,567,667 

令和２年度 150 15,189 74,079,914 31.8% 66,037,797 

農林漁業の職業 

平成３０年度 997 4,957 35,128,056 14.9% 26,433,485 

令和元年度 965 4,886 35,130,938 15.0% 26,186,045 

令和２年度 894 4,833 35,662,575 15.3% 26,949,026 
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職業分類
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受注 

件数 
延人員 契約金額 配分金額 

（件） （人日） （円） 割合 （円） 

生産工程の職業 

平成３０年度 162 898 4,804,404 2.0% 3,908,563 

令和元年度 137 624 3,479,537 1.5% 2,855,145 

令和２年度 153 454 2,809,196 1.2% 2,132,069 

輸送・機械運転の

職業 

平成３０年度 0 0 0 0% 0 

令和元年度 1 219 885,845 0.4% 820,232 

令和２年度 1 168 692,804 0.3% 641,480 

建設・採掘の職業 

平成３０年度 10 558 4,210,950 1.8% 3,896,984 

令和元年度 6 535 3,893,925 1.7% 3,605,493 

令和２年度 3 528 3,997,188 1.7% 3,612,882 

運搬・清掃・包装

等の職業 

平成３０年度 511 26,012 118,881,640 50.5% 102,034,329 

令和元年度 504 24,080 111,717,318 47.8% 94,425,436 

令和２年度 498 23,591 112,532,294 48.2% 94,387,889 

合計 

平成３０年度 1,927 48,584 235,798,349 100.0% 202,404,941 

令和元年度 1,844 47,297 233,931,804 100.0% 199,252,478 

令和２年度 1,714 45,507 233,093,507 100.0% 196,834,020 

＊受注件数：複数月にわたる契約や請負を１件とした件数 

項 目

職業分類

専門的・技術的

職業

101千円

事務的職業

3,217千円

サービスの職業

74,079千円

農林漁業

の職業

35,662千

円

生産工程の職業

2,809千円
輸送・機械運転の職業692千円

建設・採掘の職業

3,997千円

運搬・清掃・包

装等の職業

112,532千円

職業分類別契約額の割合
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専門的、技術的職業

217千円
事務的職業

4,881千円

販売の職業

12,830千円

サービスの職業

18,431千円

生産工程の職業

7,627千円

運搬・清掃・

包装等の職業

56,924千円

職業分類別契約額の割合

②労働者派遣事業 

受注 

件数 
延人員 契約金額 会員賃金 

（件） （人日） （円） 割合 （円） 

専門的、技術的

職業 

平成３０年度 0 0 0 0% 0 

令和元年度 0 0 0 0% 0 

令和２年度 １ 78 217，065 0.2% 160，402 

事務的職業 

平成３０年度 2 488 3,467,924 3.5% 2,675,464 

令和元年度 2 696 4,881,118 4.8% 3,731,200 

令和２年度 2 449 2,731,967 2.8% 2,201,847 

販売の職業 

平成３０年度 9 2,398 11,024,977 11.2% 8,350,080 

令和元年度 1 2,899 12,829,707 12.7% 9,974,202 

令和２年度 1 2,147 9,847,012 9.9% 7,578,191 

サービスの職業 

平成３０年度 13 4,441 19,908,822 20.3% 15,588,746 

令和元年度 15 4,158 18,431,235 18.3% 14,441,518 

令和２年度 13 3,910 17,617,153 17.8% 13,638,533 

生産工程の職業 

平成３０年度 8 1,688 10,263,028 10.4% 7,997,880 

令和元年度 5 1,109 7,627,354 7.6% 5,845,220 

令和２年度 3 547 3,703,541 3.7% 3,005,510 

運搬・清掃・包装

等の職業 

平成３０年度 22 6,134 53,579,107 54.6% 42,139,978 

令和元年度 28 6,677 56,923,852 56.6% 44,478,201 

令和２年度 29 7,222 65,114,910 65.6% 50,262,907 

合   計 

平成３０年度 54 15,149 98,243,858 100.0% 76,752,148 

令和元年度 51 15,539 100,693,266 100.0% 78,470,341 

令和２年度 49 14,353 99,231,648 100.0% 76,847,390 

＊受注件数：複数月にわたる契約を１件とした件数 

項 目

職業分類
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（３）公共・民間別の事業実績 

①受託事業 

項 目 

区 分 

受注件数 延人員 契約金額 配分金額 

（件） （人日） （円） 割合 （円） 

公共事業 

平成３０年度 64 19,021 103,197,774 43.8% 86,188,798 

令和元年度 68 18,706 104,276,744 44.5% 86,483,380 

令和２年度 54 18,060 105,322,852 45.1% 86,666,644 

民
間
事
業

企業等 

平成３０年度 255 22,348 95,944,129 40.7% 87,755,824 

令和元年度 252 21,458 91,836,699 39.3% 84,201,536 

令和２年度 187 19,979 89,037,985 38.2% 81,395,966 

家庭 

平成３０年度 1,604 6,943 35,948,885 15.2% 27,830,193 

令和元年度 1,521 6,872 37,178,572 15.9% 27,993,631 

令和２年度 1,469 7,198 37,896,589 16.3% 28,008,963 

独自事業 

平成３０年度 4 272 707,561 0.3% 630,126 

令和元年度 3 261 639,789 0.3% 573,931 

令和２年度 4 270 836,081 0.4% 762,447 

小計 

平成３０年度 1,863  29,563 132,600,575 56.2% 116,216,143 

令和元年度 1,776 28,591 129,655,060 55.5% 112,769,098 

令和２年度 1,660 27,447 127,770,655 54.9% 110,167,376 

合計 

平成３０年度 1,927 48,584 235,798,349 100.0% 202,404,941 

令和元年度 1,844 47,297 233,931,804 100.0% 199,252,478 

令和２年度 1,714 45,507 233,093,507 100.0% 196,834,020 
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②労働者派遣事業 

項 目 

区 分 

受注件数 延人員 契約金額 会員賃金 

（件） （人日） （円） 割合 （円） 

公共事業 

平成３０年度 26 6,209 56,001,934 57.0% 44,205,377 

令和元年度 27 6,104 56,382,977 56.0% 44,217,143 

令和２年度 27 6,098 62,329,431 62.8% 48,147,180 

民間事業 

（企業） 

平成３０年度 28 8,940 42,241,924 43.0% 32,546,771 

令和元年度 24 9,435 44,310,289 44.0% 34,253,198 

令和２年度 22 8,255 36,902,217 37.2% 28,700,210 

合計 

平成３０年度 54 15,149 98,243,858 100.0% 76,752,148 

令和元年度 51 15,538 100,693,266 100.0% 78,470,341 

令和２年度 49 14,353 99,231,648 100.0% 76,847,390 

（４）履行期間別の受注件数 

①受託事業 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

履行期間別受

注件数（件） 

１０日未満 1,711 1,602 1,486 

１０日以上１ヶ月未満 24 22 10 

１ヶ月以上３ヶ月未満 16 25 15 

３ヶ月以上６ヶ月未満 12 10 15 

６ヶ月以上 164 185 188 

合計 1,927 1,844 1,714 

②労働者派遣事業 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

履行期間別受

注件数（件） 

１０日未満 0 1 0 

１０日以上１ヶ月未満 0 0 0 

１ヶ月以上３ヶ月未満 2 0 0 

３ヶ月以上６ヶ月未満 6 3 2 

６ヶ月以上 46 47 47 

合計 54 51 49 
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４ 会議等の開催状況 

（１）総会 

会議の名称 開催年月日・場所 議 事 内 容 

令和２年度 

定時総会 

令和２年５月２９日 

市立生きがいセンター２

階会議室 

決議事項 

第１号議案 令和元年度事業報告（案）の承認につい

て 

第２号議案 令和元年度決算（案）の承認について  

監査報告 

第３号議案 役員の選任（案）について 

第４号議案 公益社団法人座間市シルバー人材センタ

ー役員の報酬及び費用に関する規程の一

部改正（案）について 

報告事項 

報告第１号 令和元年度収支補正予算について 

報告第２号 令和２年度事業計画について 

報告第３号 令和２年度収支予算について 

報告第４号 令和２年度資金調達及び設備投資につい

て 

（２）監査 

会議の名称 開催年月日・場所 内 容 

監査 令和２年４月２６日 

生きがいセンター会議室 

令和元年度事業報告について 

令和元年度収支決算について 

（３）役員会 

会議の名称 開催年月日 内 容 

専決処分 令和２年４月２２日 令和２年４月の正会員の承認について 

第１回役員会 令和２年５月１１日 審議事項 

令和元年度事業報告（案）、決算（案）の承認及び監

査報告について 

役員候補者について 

令和２年度定時総会について 

令和２年度被表彰者の承認について 

専決処分 令和２年５月２７日 令和２年５月の正会員の承認について 

臨時役員会 令和２年５月２９日 審議事項 

理事長の選定について 

副理事長・常務理事の選定について 

各委員会の構成について 

報告事項 
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会議の名称 開催年月日 内 容 

専決処分について 

専決処分 令和２年６月３０日 令和２年６月の正会員の承認について 

令和２年８月３日 令和２年８月の正会員の承認について 

令和２年９月１日 令和２年９月の正会員の承認について 

令和２年９月１６日 令和２年９月の正会員の承認について（その２） 

第２回役員会 令和２年１０月１７日 審議事項 

公益社団法人座間市シルバー人材センター見積基

準単価について 

令和２年１０月正会員の承認について 

報告事項 

専決処分について

専決処分 令和２年１０月２８日 令和２年１０月の正会員の承認について（その２） 

専決処分 令和２年１２月２日 令和２年１２月の正会員の承認について 

第３回役員会 令和２年１２月１４日 審議事項 

公益社団法人座間市シルバー人材センター職員の

給与に関する規程及び公益社団法人座間市シルバー

人材センター嘱託職員の給与及び退職金に関する規

程の一部改正について（専決処分） 

報告事項 

専決処分について 

事業実績等について 

専決処分 令和３年１月６日 令和３年１月の正会員の承認について 

専決処分 令和３年２月１０日 令和３年２月の正会員の承認について 

専決処分 令和３年３月３日 令和３年３月の正会員の承認について 

第４回役員会 令和３年３月２４日 審議事項 

令和２年度補正予算（案）について 

公益社団法人座間市シルバー人材センター会員の就

業規約の一部改正（案）について 

重要な職員の任用について 

令和３年度事業計画（案）及び収支予算（案）について 

令和３年度資金調達及び設備投資の見込み（案）につ

いて 

（４）地区委員会議 

会議の名称 開催年月日 内 容 

第１回会議 令和２年７月８日 正会員の移動状況および事業実績について 

年間事業予定について 

令和２年度～令和３年度委員会構成について 

事故の発生状況について 

第２回会議 令和２年９月９日 正会員の移動状況および事業実績について 
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会議の名称 開催年月日 内 容 

事故の発生状況について 

委員会の構成結果について 

（５）安全・適正就業委員会 

会議の名称 開催年月日 内 容 

第１回会議 令和２年８月２６日 委員長・副委員長の互選について 

令和２年度の事業予定について 

安全・適正就業強化月間について 

事故の発生状況について 

表彰および安全スローガンについて 

第２回会議 令和２年１１月１８日 委員長・副委員長の互選について 

安全就業標語とヒヤリハット体験事例の募集結果につい

て 

事故の発生状況と今後の対策について 
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１．貸借対照表

令和 3年 3月31日現在

(単位：円)

科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ資産の部

  1.流動資産

      現金預金 58,075,826 44,594,616 13,481,210

      未収金 30,860,688 34,053,320 △ 3,192,632

      仮払金 58,250 215,222 △ 156,972

      立替金 0 13,312 △ 13,312

      前払金 72,120 169,840 △ 97,720

      流動資産合計 89,066,884 79,046,310 10,020,574

  2.固定資産

    (1)特定資産

      退職給付引当資産 17,566,280 16,491,880 1,074,400

      減価償却引当資産 8,239,314 8,239,314 0

      福利協会退職年金資産 3,399,200 3,385,200 14,000

      特定資産合計 29,204,794 28,116,394 1,088,400

    (2)その他固定資産

      車輌運搬具 13,860 70,640 △ 56,780

      什器備品 1 473 △ 472

      預託金 38,760 38,760 0

      その他固定資産合計 52,621 109,873 △ 57,252

      固定資産合計 29,257,415 28,226,267 1,031,148

      資産合計 118,324,299 107,272,577 11,051,722

Ⅱ負債の部

  1.流動負債

      未払金 26,234,058 24,981,522 1,252,536

      預り金 2,933,160 829,843 2,103,317

      流動負債合計 29,167,218 25,811,365 3,355,853

  2.固定負債

      退職給付引当金 17,566,280 16,491,880 1,074,400

      福利協会退職年金引当金 3,399,200 3,385,200 14,000

      固定負債合計 20,965,480 19,877,080 1,088,400

      負債合計 50,132,698 45,688,445 4,444,253

Ⅲ正味財産の部

  1.指定正味財産 0 0 0

      （うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

      （うち特定資産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

  2.一般正味財産 68,191,601 61,584,132 6,607,469

      （うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

      （うち特定資産への充当額） ( 8,239,314 ) ( 8,239,314 ) ( 0 )

      正味財産合計 68,191,601 61,584,132 6,607,469

      負債及び正味財産合計 118,324,209 107,272,577 11,051,722
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２．正味財産増減計算書

令和 2年 4月 1日から令和 3年 3月31日まで
(単位：円)

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

 1.経常増減の部

(1)経常収益

受託事業収益 217,120,650 219,830,202 △ 2,709,552

受取配分金 183,250,828 186,587,287 △ 3,336,459

受取材料費等 17,291,491 16,244,811 1,046,680

受取事務費 16,578,331 16,998,104 △ 419,773

労働者派遣事業等受託収益 9,193,952 10,833,553 △ 1,639,601

労働者派遣事業等受託収益 9,193,952 10,833,553 △ 1,639,601

介護予防日常生活支援総合事業収益 3,473,094 1,708,411 1,764,683

介護予防保険報酬収益 3,473,094 1,708,411 1,764,683

管理受託事業収益 37,954,721 38,149,412 △ 194,691

高齢者能力活用施設管理受託収益 37,954,721 38,149,412 △ 194,691

受取会費 1,548,000 1,642,000 △ 94,000

正会員受取会費 1,548,000 1,642,000 △ 94,000

受取補助金等 20,540,000 17,600,000 2,940,000

受取連合交付金 10,270,000 8,800,000 1,470,000

受取（市）補助金 10,270,000 8,800,000 1,470,000

雑収益 12,556 22,584 △ 10,028

受取利息 11,706 21,284 △ 9,578

雑収益 850 1,300 △ 450

経常収益計 289,842,973 289,786,162 56,811

(2)経常費用

事業費 278,119,146 289,942,334 △ 11,823,188

支払配分金 184,334,257 186,859,287 △ 2,525,030

支払材料費等 15,448,903 14,456,014 992,889

給料手当 28,419,496 28,621,173 △ 201,677

臨時雇賃金 5,668,364 5,755,179 △ 86,815

法定福利費 4,983,171 5,056,208 △ 73,037

退職給付費用 1,785,000 10,635,000 △ 8,850,000

福利厚生費 81,031 85,426 △ 4,395

旅費交通費 3,620 10,070 △ 6,450

通信運搬費 1,008,720 1,018,455 △ 9,735

減価償却費 57,252 825,718 △ 768,466

什器備品費 344,080 12,204 331,876

消耗品費 1,292,243 1,541,183 △ 248,940

修繕費 707,426 524,714 182,712

印刷製本費 266,860 460,440 △ 193,580

光熱水料費 1,913,417 2,010,396 △ 96,979

賃借料 3,419,557 3,094,511 325,046

保険料 2,024,860 2,163,510 △ 138,650

諸謝金 1,322,400 1,414,200 △ 91,800

租税公課 2,998,300 2,936,200 62,100

組織活動助成費 768,000 1,204,465 △ 436,465

科目
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当年度 前年度 増減科目

委託費 21,127,591 20,742,299 385,292

支払手数料 92,006 82,004 10,002

貸倒損失 0 433,678 △ 433,678

雑費 52,592 0 52,592

管理費 5,116,358 5,517,854 △ 401,496

役員報酬 400,000 390,000 10,000

給料手当 2,620,826 2,718,828 △ 98,002

法定福利費 639,143 622,050 17,093

福利厚生費 3,630 4,378 △ 748

役員等旅費交通費 21,000 105,000 △ 84,000

旅費交通費 2,250 0 2,250

通信運搬費 211,006 200,357 10,649

消耗品費 4,759 842 3,917

印刷製本費 144,100 129,600 14,500

賃借料 331,939 348,763 △ 16,824

保険料 53,000 53,000 0

支払負担金 216,500 216,500 0

委託費 448,515 481,464 △ 32,949

支払手数料 4,690 8,572 △ 3,882

組織活動助成費 15,000 238,500 △ 223,500

経常費用計 283,235,504 295,460,188 △ 12,224,684

評価損益等調整前当期経常増減額 6,607,469 △ 5,674,026 12,281,495

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 6,607,469 △ 5,674,026 12,281,495

 2.経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

   当期一般正味財産増減額 6,607,469 △ 5,674,026 12,281,495

   一般正味財産期首残高 61,584,132 67,258,158 △ 5,674,026

   一般正味財産期末残高 68,191,601 61,584,132 6,607,469

Ⅱ指定正味財産増減の部

(1)収益

収益計 0 0 0

(2)費用

費用計 0 0 0

   当期指定正味財産増減額 0 0 0

   指定正味財産期首残高 0 0 0

   指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 68,191,601 61,584,132 6,607,469
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正味財産増減計算書内訳表

令和 2年 4月 1日から令和 3年 3月31日まで
(単位：円)

シルバー人材センター事業

Ⅰ一般正味財産増減の部

 1.経常増減の部

(1)経常収益

受託事業収益 221,051,812 8,568,601 △ 12,499,763 217,120,650

受取配分金 195,750,591 0 △ 12,499,763 183,250,828

受取材料費等 17,291,491 0 17,291,491

受取事務費 8,009,730 8,568,601 16,578,331

労働者派遣事業等受託収益 9,193,952 0 9,193,952

労働者派遣事業等受託収益 9,193,952 0 9,193,952

介護予防日常生活支援総合事業収益 3,473,094 0 3,473,094

介護予防保険報酬収益 3,473,094 0 3,473,094

管理受託事業収益 37,954,721 0 37,954,721

高齢者能力活用施設管理受託収益 37,954,721 0 37,954,721

受取会費 774,000 774,000 1,548,000

正会員受取会費 774,000 774,000 1,548,000

受取補助金等 20,540,000 0 20,540,000

受取連合交付金 10,270,000 0 10,270,000

受取（市）補助金 10,270,000 0 10,270,000

雑収益 850 11,706 12,556

受取利息 0 11,706 11,706

雑収益 850 0 850

経常収益計 292,988,429 9,354,307 △ 12,499,763 289,842,973

(2)経常費用

事業費 290,618,909 0 △ 12,499,763 278,119,146

支払配分金 196,834,020 0 △ 12,499,763 184,334,257

支払材料費等 15,448,903 0 15,448,903

給料手当 28,419,496 0 28,419,496

臨時雇賃金 5,668,364 0 5,668,364

法定福利費 4,983,171 0 4,983,171

退職給付費用 1,785,000 0 1,785,000

福利厚生費 81,031 0 81,031

旅費交通費 3,620 0 3,620

通信運搬費 1,008,720 0 1,008,720

減価償却費 57,252 0 57,252

什器備品費 344,080 0 344,080

消耗品費 1,292,243 0 1,292,243

修繕費 707,426 0 707,426

印刷製本費 266,860 0 266,860

光熱水料費 1,913,417 0 1,913,417

賃借料 3,419,557 0 3,419,557

保険料 2,024,860 0 2,024,860

諸謝金 1,322,400 0 1,322,400

租税公課 2,998,300 0 2,998,300

組織活動助成費 768,000 0 768,000

委託費 21,127,591 0 21,127,591

支払手数料 92,006 0 92,006

合計科目
公益目的事業会計

法人会計 内部取引等消去
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シルバー人材センター事業
合計科目

公益目的事業会計
法人会計 内部取引等消去

雑費 52,592 0 52,592

管理費 0 5,116,358 5,116,358

役員報酬 0 400,000 400,000

給料手当 0 2,620,826 2,620,826

法定福利費 0 639,143 639,143

福利厚生費 0 3,630 3,630

役員等旅費交通費 0 21,000 21,000

旅費交通費 0 2,250 2,250

通信運搬費 0 211,006 211,006

消耗品費 0 4,759 4,759

印刷製本費 0 144,100 144,100

賃借料 0 331,939 331,939

保険料 0 53,000 53,000

支払負担金 0 216,500 216,500

委託費 0 448,515 448,515

支払手数料 0 4,690 4,690

組織活動助成費 0 15,000 15,000

経常費用計 290,618,909 5,116,358 △ 12,499,763 283,235,504

評価損益等調整前当期経常増減額 2,369,520 4,237,949 0 6,607,469

基本財産評価損益等 0 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0

当期経常増減額 2,369,520 4,237,949 0 6,607,469

 2.経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0

   他会計振替前当期一般正味財産増減額 2,369,520 4,237,949 0 6,607,469

他会計振替額 0 0 0 0

   当期一般正味財産増減額 2,369,520 4,237,949 0 6,607,469

   一般正味財産期首残高 21,453,635 40,130,497 0 61,584,132

   一般正味財産期末残高 23,823,155 44,368,446 0 68,191,601

Ⅱ指定正味財産増減の部

(1)収益

収益計 0 0 0 0

(2)費用

費用計 0 0 0 0

   当期指定正味財産増減額 0 0 0 0

   指定正味財産期首残高 0 0 0 0

   指定正味財産期末残高 0 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 23,823,155 44,368,446 0 68,191,601
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1.

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債権は償却原価法によっている。

（2）固定資産の減価償却の方法

減価償却資産について、定額法により減価償却を実施している。

（3）引当金の計上方法

退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上している。

（4）消費税等の会計処理

消費税の会計処理は税込方式によっている。

2. 基本財産及び特定資産の増減及びその残高

基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

16,491,880 1,408,000 333,600 17,566,280

減価償却引当資産 8,239,314 0 0 8,239,314

3,385,200 317,000 303,000 3,399,200

28,116,394 1,725,000 636,600 29,204,794

3. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応する
額）

17,566,280 （0） （0） （17,566,280）

減価償却引当資産 8,239,314 （0） （8,239,314） （0）

福利協会退職年金資産 3,399,200 （0） （0） （3,399,200）

29,204,794 0 8,239,314 20,965,480

4. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

車輛運搬具 8,021,825 8,007,965 13,860

283,250 283,249 1

8,305,075 8,291,214 13,861

5. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

補助金

高年齢者就業機会確
保事業費等補助金 国 0 5,539,000 5,539,000 0

雇用開発支援事業費
等補助金 国 0 4,731,000 4,731,000 0

運営事業補助金 市 0 10,270,000 10,270,000 0

0 20,540,000 20,540,000 0

科　目

什器備品

合　計

合　計

福利協会退職年金資産

合　計

科　目

特定資産

退職給付引当資産

合　計

退職給付引当資産

３．財務諸表に対する注記

重要な会計方針

科　目

特定資産
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（単位：円）

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

特定資産

退職給付引当資産 16,491,880 1,408,000 333,600 17,566,280

減価償却引当資産 8,239,314 0 0 8,239,314

福利協会退職年金資産 3,385,200 317,000 303,000 3,399,200

特定資産合計 28,116,394 1,725,000 636,600 29,204,794

（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 16,491,880 1,408,000 333,600 0 17,566,280

福利協会退職年
金引当金

3,385,200 317,000 303,000 0 3,399,200

４．附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細

２．引当金の明細

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

振替口座 振替口座 運転資金として 20,673,897

普通預金 横浜銀行座間支店 運転資金として 19,735,611

さがみ農業協同組合栗原支店 運転資金として 3,648,975

さがみ農業協同組合栗原支店（ﾌﾟ） リサイクルプラザ事業用として 5,189,410

さがみ農業協同組合栗原支店（さ） さがみ野自転車駐車場事業用として 1,397,346

さがみ農業協同組合栗原支店（生） 生きがいセンター事業用として 672,021

さがみ農業協同組合栗原支店（健） 健康センター事業用として 373,415

郵便貯金 運転資金として 582,431

郵便定額貯金 運転資金として 5,802,720

未収金
座間市他
（社）神奈川県シルバー人材センター連合会

受取配分金他
労働者派遣事業受託収益 30,860,688

仮払金 全国シルバ人材センター事業協会他 賠償責任保険前払い分他 58,250

前払金 労働保険料 72,120

流動資産合計 89,066,884

（固定資産）

 特定資産 退職給付引当資産
ゆうちょ銀行定額貯金
さがみ農協栗原支店　定期貯金 職員退職金支払いの財源積立 17,566,280

減価償却引当資産 さがみ農協栗原支店　定期預金　車両運搬具減価償却分積立 8,239,314

福利協会退職年金資産 神奈川県福利協会 職員退職金支払いの財源積立 3,399,200

その他固定資産 車輌運搬具 ６台 公益目的保有財産であり、事業用車両 13,860

什器備品 物置 公益目的保有財産であり、事業用物品保管用 1

預託金 自動車リサイクル料 38,760

固定資産合計 29,257,415

資産合計 118,324,299

（流動負債） 未払金　 支払い配分金等に対する未払額 3月分配分金支払ほか 26,234,058

預り金 令和３年度会費、職員社会保険料等 2,933,160

流動負債合計 29,167,218

 （固定負債） 退職給付引当金 職員に対するもの 退職給付債務 17,566,280

福利協会退職年金引当金 職員に対するもの 退職給付債務 3,399,200

固定負債合計 20,965,480

負債合計 50,132,698

正味財産 68,191,601

５．財産目録

令和3年３月３１日現在

貸借対照表科目
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